別記様式１（別表２関係）

エネルギー対策事業計画書
                   　　　                          　　　　　　　　　　年　　月　　日　　

                            　　　    住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名
                      　法人の名称及び代表者氏名


電　　　話　　（　　　　）
１　導入する設備等の種類
	設備等の種類
	該当するもの
（○を記入）
	該当番号
	

	１
	省エネルギー設備
	
	
	（注１）

	２
	再生可能エネルギー設備
	
	
	（注２）

	３
	コジェネレーションシステム
	
	
	

	
	エネルギーマネジメントシステム
	
	
	

	
	蓄電池
	
	
	

	４
	建築物の省エネ改修
	
	
	

	５
	その他上記設備等と同等以上の効果を有すると認められるもの
	
	
	


（注１）　中小企業信用保険法施行規則別表第２の１に掲げられている「エネルギーの使用の合理

　　　　化に資する施設（１２０種類）」の場合は、その該当番号を記載してください。

（注２）　同規則別表第２の２に掲げられている「非化石エネルギーを使用する施設（７種類）」の場合は、その該当番号を記載してください。
２　導入する設備等の内容　　　　　　　　　　　                                　 
	設備等の名称、型式等
	設備等の規模・出力、

省エネ効果等※
	金　　額
（単位：千円）
	完了予定日
（運転開始予定日）

	
	
	千円　
	

	
	
	
	（　　　　）

	
	
	千円　
	

	
	
	
	（　　　　）

	
	
	千円　
	

	
	
	
	（　　　　）

	合　計
	千円※
	－


※　「建築物の省エネ改修」の場合は、「省エネ率計算シート」を添付してください。
３　設備等を導入しようとする場所（市町村名以下を記入）
	福岡県


４　資金調達計画                     　　　                            　 （単位：千円）
	
	本制度による借入
	国・自治体等からの補助金等
	その他
（自己資金含む）
	合　　計

	所要額
	千円
	千円
	千円
	千円※


※　２（導入する設備等の内容）の合計と４（資金調達計画）の合計が一致するように記入してください。

